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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第23期

第３四半期連結
累計期間

第24期
第３四半期連結
累計期間

第23期

会計期間
自平成28年７月１日
至平成29年３月31日

自平成29年７月１日
至平成30年３月31日

自平成28年７月１日
至平成29年６月30日

売上高 （千円） 3,038,541 4,075,378 4,147,858

経常利益 （千円） 190,798 325,482 271,747

親会社株主に帰属する四半期（当
期）純利益

（千円） 128,676 192,584 186,569

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 116,865 193,537 173,008

純資産額 （千円） 4,311,860 4,628,617 4,654,098

総資産額 （千円） 4,872,588 5,397,413 5,541,943

１株当たり四半期（当期）純利益
金額

（円） 4.92 7.36 7.13

潜在株式調整後１株当たり四半期
（当期）純利益金額

（円） － － －

自己資本比率 （％） 88.5 83.2 78.8

 

回次
第23期

第３四半期連結
会計期間

第24期
第３四半期連結
会計期間

会計期間
自平成29年１月１日
至平成29年３月31日

自平成30年１月１日
至平成30年３月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 5.17 5.10

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

 

２【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

　なお、第１四半期連結会計期間より報告セグメントの区分を変更しております。詳細は、「第４　経理の状況　１

四半期連結財務諸表　注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりであります。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

(1）業績の状況

　当第３四半期連結累計期間の我が国の経済は、好調な企業業績を背景として設備投資が増加したことや、雇用・

所得環境の改善等から個人消費が底堅く推移したこと等から、緩やかながらも景気の回復基調が続きました。

　我が国では、社会の高齢化を背景として医療費の増加が続く中、医療の効率的運営や予防医療の推進が必須の課

題となっています。このような状況下、医療の適正かつ効率的な運用を目指す「EBM」（Evidence Based Medicine

＝科学的根拠に基づく医療）の気運が高まっているほか、国策としても、メタボリックシンドロームに着目した特

定健康診査・特定保健指導の導入、全ての健康保険組合等における「データヘルス計画」（レセプト等のデータ分

析に基づいた保健事業）の策定及び実施の義務付け等が行われています。また、アベノミクスの第三の矢である成

長戦略における規制改革の一環として、食品等の機能性表示の規制が緩和され、企業責任によりエビデンス（科学

的根拠）をもとに食品等に機能性を表示できる機能性表示食品制度が施行される等、当社グループの事業への追い

風となり得る環境の変化が生じています。

　このような状況下、当社グループでは、大学発のバイオマーカー技術に基づくエビデンスの構築と活用に関する

実績やノウハウ、医学界や医療界における幅広いネットワーク等を活かし、医薬、食品、化粧品、ヘルスケア関連

サービス等の様々な領域において、社会のニーズに対応した商品やサービスを開発して提供することにより、事業

の拡大を図ってまいる方針であります。

　また、当社は、平成29年６月、ラクトフェリンを中心とする機能性素材の開発及び販売等を事業とする㈱NRL

ファーマを連結子会社化いたしました。当社グループでは、今後、化粧品事業及び健康補助食品事業においてラク

トフェリンを使用した新商品開発を行う方針であるほか、同社とのシナジーを活かして、新規素材の開発にも積極

的に取り組んでまいります。

　セグメントの業績は、次のとおりであります。

　なお、第１四半期連結累計期間より、報告セグメントの区分を変更しており、当第３四半期連結累計期間の比

較・分析は、変更後のセグメント区分に組み替えた数値で行っております。

（生体評価システム）

　生体評価システム事業のうち評価試験事業におきましては、主に食品の有効性に関する臨床評価試験の受託手数

料等130百万円（前年同期比12.4％減）の売上計上を行いました。また、受注状況につきましては、機能性表示食

品の届出のためのデータ取得を目的とする臨床評価試験の受託が好調に推移し、受注高311百万円（前年同期比

111.3％増）、当第３四半期連結会計期間末の受注残高は263百万円（前年同期末比166.3％増）となりました。

　生体評価システム事業のうちバイオマーカー開発事業におきましては、売上（前年同期はなし）、受注高（前年

同期はなし）及び当第３四半期連結会計期間末の受注残高（前年同期末はなし）は何れもありませんでした。

　生体評価システム事業のうち医薬臨床研究支援事業におきましては、主に糖尿病領域及び循環器病領域の医師主

導型臨床研究の支援業務の受託手数料等245百万円（前年同期比1.6％減）の売上計上を行いました。また、受注状

況につきましては、受注高205百万円（前年同期比3.0％減）、当第３四半期連結会計期間末の受注残高は718百万

円（前年同期末比2.2％増）となりました。

　これらの結果、生体評価システム事業の業績は、売上高375百万円（前年同期比5.6％減）、営業利益18百万円

（前年同期比68.3％減）となりました。

（ヘルスケアサポート）

　ヘルスケアサポート事業は、特定保健指導の受託を中心として、企業における社員の健康管理・増進のニーズや

個人の健康意識の高まり等に関連した様々なサービスを健康保険組合等に提供する事業であり、生活習慣病の専門

医から成る組織である一般社団法人専門医ヘルスケアネットワークと共同で事業展開しております。当第３四半期

連結累計期間におきましては、特定保健指導、被扶養者を対象とした特定健康診査のサポート、糖尿病の重症化予

防サービス、レセプト解析の受託手数料等232百万円（前年同期比15.2％増）の売上計上を行いました。当該事業

は大口受注を主因として増収となりましたが、人件費の増加等により減益となりました。

　また、受注状況につきましては、受注高232百万円（前年同期比15.2％増）、当第３四半期連結会計期間末の受

注残高はありませんでした（前年同期末はなし）。なお、この事業の受注高は、主に特定保健指導の実績等に応じ

て事後的に決まるものでありますので、契約締結時点ではなく、当該実績等が確定した時点で計上しております。

EDINET提出書類

株式会社総医研ホールディングス(E05367)

四半期報告書

 3/16



　この結果、ヘルスケアサポート事業の業績は、売上高232百万円（前年同期比15.2％増）、営業利益10百万円

（前年同期比20.1％減）となりました。

（化粧品）

　化粧品事業におきましては、通信販売部門の売上高は、販売の減少傾向が続き、156百万円（前年同期比17.7％

減）となりました。一方、卸売部門の売上高は、ヒット商品である「PHマッサージゲルPro.」の販売が堅調に推移

したほか、同商品のヒットが「モイスチャークリームマスクPro.」等の他の商品にも波及したこともあり中国の越

境EC向け商品の販売が伸びたこと等から、996百万円（前年同期比35.6％増）となりました。

　この結果、化粧品事業の業績は、売上高1,152百万円（前年同期比24.7％増）、営業利益245百万円（前年同期比

180.2％増）となりました。

（健康補助食品）

　健康補助食品事業におきましては、平成21年３月より、「疲労定量化及び抗疲労食薬開発プロジェクト」から生

まれた製品である飲料「イミダペプチド」の販売を開始し、現在では、主力の飲料のほか、ソフトカプセル、錠

剤、スポーツドリンク等の多種多様な商品ラインナップを有しております。

　当第３四半期連結累計期間の販売は、定期購入顧客が増加したことや、疲労回復のニーズが高い夏場に合わせて

積極的に展開した広告宣伝活動の効果が良好であったこと等により、拡大傾向で推移しました。

　この結果、健康補助食品事業の業績は、売上高1,812百万円（前年同期比19.8％増）、営業利益は187百万円

（前年同期比3.0％増）となりました。

（機能性素材開発）

　機能性素材開発事業におきましては、ラクトフェリンをはじめとする機能性素材の開発、販売及び技術供与な

らびにアスコクロリン誘導体等の化合物をシーズとする医薬品開発等を行っております。なお、前連結会計年度

より㈱NRLファーマを連結子会社として貸借対照表のみ連結し、第１四半期連結累計期間より損益計算書も連結し

ております。

　当第３四半期連結累計期間におきましては、ラクトフェリン原料の販売ならびにラクトフェリンの腸溶加工技術

及び脂質代謝改善用途に関する特許提供によるライセンス収入等の売上計上を行いました。

　この結果、機能性素材開発事業の業績は、売上高500百万円、営業利益は52百万円となりました。

 

　これらに加えまして、セグメント間取引の消去や全社費用による営業損失は200百万円（前年同期は155百万円の

営業損失）となりましたので、当第３四半期連結累計期間の売上高は4,075百万円（前年同期比34.1％増）、営業

利益は314百万円（前年同期比69.8％増）、経常利益は325百万円（前年同期比70.6％増）、親会社株主に帰属する

四半期純利益は192百万円（前年同期比49.7％増）となりました。

(2）財政状態の分析

（資産）

　当第３四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べて144百万円減少（2.6％減）し、5,397百万

円となりました。これは主に、受取手形及び売掛金が116百万円、有価証券が200百万円それぞれ増加したものの、

現金及び預金が621百万円減少したこと等によるものであります。

（負債）

　当第３四半期連結会計期間末の負債は、前連結会計年度末に比べて119百万円減少（13.4％減）し、768百万円と

なりました。これは主に、前受金が81百万円増加したものの、未払法人税等が55百万円、流動負債のその他が66百

万円それぞれ減少したこと等によるものであります。

（純資産）

　当第３四半期連結会計期間末の純資産は、前連結会計年度末に比べて25百万円減少（0.5％減）し、4,628百万円

となりました。これは主に、親会社株主に帰属する四半期純利益を192百万円計上したものの、連結の範囲の変更

を伴わない子会社株式の取得によって、資本剰余金が38百万円、非支配株主持分が148百万円それぞれ減少したこ

と等によるものです。

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はありません。

(4）研究開発活動

　当第３四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は74百万円であります。

　なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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(5）従業員数

　当第３四半期連結累計期間において、連結会社又は提出会社の従業員の著しい増減はありません。

(6）生産、受注及び販売の実績

　当第３四半期連結累計期間において、生産、受注及び販売実績の著しい変動はありません。

(7）主要な設備

　当第３四半期連結累計期間において、主要な設備の著しい変動及び前連結会計年度末における重要な設備の計画

について、著しい変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 86,396,800

計 86,396,800

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成30年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成30年５月14日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 26,158,200 26,158,200
東京証券取引所

（マザーズ）

単元株式数

100株

計 26,158,200 26,158,200 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数（株)

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成30年１月１日～

平成30年３月31日
－ 26,158,200 － 1,836,587 － 1,931,477

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成29年12月31日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

①【発行済株式】

平成30年３月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　26,156,100 261,561 －

単元未満株式 普通株式　　　 2,100 － －

発行済株式総数 26,158,200 － －

総株主の議決権 － 261,561 －

　（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,900株含まれております。また、

「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数19個が含まれております。

 

②【自己株式等】

該当事項はありません。

 

２【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は次の通りであります。

（１）退任役員

役名 職名 氏名 退任年月日

代表取締役社長 － 小池　眞也 平成30年１月31日

 

（２）役職の異動

新役名 旧役名 氏名 異動年月日

代表取締役社長 取締役 石神　賢太郎 平成30年１月31日

 

（３）異動後の役員の男女別人数及び女性の比率

男性６名　女性１名　（役員のうち女性の比率14.3％）

EDINET提出書類

株式会社総医研ホールディングス(E05367)

四半期報告書

 7/16



第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成30年１月１日から平

成30年３月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成29年７月１日から平成30年３月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成29年６月30日)

当第３四半期連結会計期間
(平成30年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 3,338,802 2,717,630

受取手形及び売掛金 557,351 ※ 674,296

有価証券 － 200,000

商品 304,177 377,201

仕掛品 225,089 268,001

原材料及び貯蔵品 231,364 252,608

その他 118,028 164,175

貸倒引当金 △10,583 △10,264

流動資産合計 4,764,230 4,643,648

固定資産   

有形固定資産 46,652 41,082

無形固定資産   

のれん 19,743 16,781

その他 35,235 49,577

無形固定資産合計 54,978 66,359

投資その他の資産   

投資有価証券 576,200 548,350

その他 99,881 97,972

投資その他の資産合計 676,081 646,322

固定資産合計 777,712 753,765

資産合計 5,541,943 5,397,413

負債の部   

流動負債   

買掛金 188,070 155,424

1年内返済予定の長期借入金 33,420 －

未払法人税等 111,277 55,612

賞与引当金 8,532 5,333

ポイント引当金 47,124 57,207

前受金 188,402 269,546

その他 275,190 208,642

流動負債合計 852,018 751,765

固定負債   

長期借入金 17,835 －

退職給付に係る負債 8,691 9,561

その他 9,299 7,469

固定負債合計 35,826 17,031

負債合計 887,844 768,796

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,836,587 1,836,587

資本剰余金 1,938,730 1,899,955

利益剰余金 571,619 738,046

株主資本合計 4,346,937 4,474,589

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 21,066 16,920

その他の包括利益累計額合計 21,066 16,920

非支配株主持分 286,094 137,107

純資産合計 4,654,098 4,628,617

負債純資産合計 5,541,943 5,397,413
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成28年７月１日
　至　平成29年３月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成29年７月１日
　至　平成30年３月31日)

売上高 3,038,541 4,075,378

売上原価 1,232,163 1,748,598

売上総利益 1,806,378 2,326,779

販売費及び一般管理費 1,621,227 2,012,323

営業利益 185,151 314,456

営業外収益   

受取利息 5,300 5,313

デリバティブ評価益 － 4,627

その他 509 2,123

営業外収益合計 5,810 12,063

営業外費用   

支払利息 － 81

為替差損 － 790

その他 162 165

営業外費用合計 162 1,037

経常利益 190,798 325,482

特別損失   

関係会社清算損 － 4,403

自己新株予約権消却損 － 3,480

特別損失合計 － 7,883

税金等調整前四半期純利益 190,798 317,598

法人税、住民税及び事業税 56,772 105,208

法人税等調整額 5,349 14,706

法人税等合計 62,121 119,915

四半期純利益 128,676 197,683

非支配株主に帰属する四半期純利益 － 5,098

親会社株主に帰属する四半期純利益 128,676 192,584
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成28年７月１日
　至　平成29年３月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成29年７月１日
　至　平成30年３月31日)

四半期純利益 128,676 197,683

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △11,811 △4,145

その他の包括利益合計 △11,811 △4,145

四半期包括利益 116,865 193,537

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 116,865 188,439

非支配株主に係る四半期包括利益 － 5,098
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

※　四半期連結会計期間末日満期手形等

四半期連結会計期間末日満期手形等の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。な

お、当四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形等が四半期

連結会計期間末日残高に含まれております。

 
前連結会計年度

（平成29年６月30日）

当第3四半期連結会計期間

（平成30年３月31日）

 電子記録債権 －千円 21,859千円

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次

のとおりであります。

 
 
 

前第３四半期連結累計期間
（自　平成28年７月１日
至　平成29年３月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成29年７月１日
至　平成30年３月31日）

減価償却費 15,257千円 19,450千円

のれんの償却額 － 2,961

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成28年７月１日　至　平成29年３月31日）

１．配当金支払額

該当事項はありません。

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間

の末日後となるもの

該当事項はありません。

３．株主資本の著しい変動

　当社は、平成28年９月28日開催の第22期定時株主総会の決議により、資本準備金を743,159千円減少し、

その他資本剰余金に振替えた後、同日付でその他資本剰余金を543,219千円減少し、繰越利益剰余金に振替

え、欠損填補を行っております。

　また、平成28年12月19日開催の取締役会において会社法第178条の規定に基づく自己株式の消却を行うこ

とを決議し、平成28年12月20日に普通株式91,800株を消却しております。これにより、当第３四半期連結累

計期間においてその他資本剰余金及び自己株式がそれぞれ199,940千円減少しております。

　なお、株主資本の合計金額には、著しい変動はありません。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成29年７月１日　至　平成30年３月31日）

１．配当金支払額

（決　　議） 株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり
配当額(円)

基　準　日 効 力 発 生 日 配当の原資

平成29年９月27日
定時株主総会

普通株式 26,158 1.00 平成29年６月30日 平成29年９月28日 利益剰余金

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間

の末日後となるもの

該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成28年７月１日　至　平成29年３月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

       （単位：千円）

 報告セグメント 調整額
（注）１
（注）２

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）３ 

生体評価
システム

ヘルスケア
サポート

化粧品
健康補助
食品

機能性素材
開発

計

売上高         

外部顧客への
売上高

398,456 201,625 924,601 1,512,658 － 3,037,341 1,200 3,038,541

セグメント間
の内部売上高
又は振替高

－ － － 7,300 － 7,300 △7,300 －

計 398,456 201,625 924,601 1,519,958 － 3,044,642 △6,100 3,038,541

セグメント利益 57,633 13,659 87,589 181,538 － 340,420 △155,269 185,151

（注）１　外部顧客への売上高の調整額1,200千円は、非連結子会社からの経営指導料等であります。

　　　２　セグメント利益の調整額△155,269千円には、全社費用△184,669千円、セグメント間取引消去

35,500千円等が含まれております。なお、全社費用は、主に当社の管理部門の費用等でありま

す。

　　　３　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成29年７月１日　至　平成30年３月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

       （単位：千円）

 報告セグメント 調整額
（注）１
（注）２

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）３ 

生体評価
システム

ヘルスケア
サポート

化粧品
健康補助
食品

機能性素材
開発

計

売上高         

外部顧客への
売上高

375,948 232,243 1,152,557 1,812,664 500,764 4,074,178 1,200 4,075,378

セグメント間
の内部売上高
又は振替高

－ － － 478 7,779 8,257 △8,257 －

計 375,948 232,243 1,152,557 1,813,142 508,543 4,082,436 △7,057 4,075,378

セグメント利益 18,250 10,917 245,446 187,041 52,852 514,508 △200,052 314,456

（注）１　外部顧客への売上高の調整額1,200千円は、非連結子会社からの経営指導料等であります。

　　　２　セグメント利益の調整額△200,052千円には、全社費用△229,452千円、セグメント間取引消去

36,457千円等が含まれております。なお、全社費用は、主に当社の管理部門の費用等でありま

す。

　　　３　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

 

３．報告セグメントの変更等に関する事項

　前連結会計年度において、㈱NRLファーマの株式を取得し、連結範囲に含めたことにより、報告セグメ

ント「機能性素材開発」を追加しております。

　　　また、第１四半期連結会計期間より、当社グループ内の事業管理区分の変更に伴い、従来「マーケティ

ング」に含まれていた事業のすべてを「健康補助食品」に集約しております。

　　　なお、前第３四半期連結累計期間のセグメント情報については、変更後の区分方法により作成したもの

を記載しております。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成28年７月１日
至　平成29年３月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成29年７月１日
至　平成30年３月31日）

１株当たり四半期純利益金額 4円92銭 7円36銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額（千円） 128,676 192,584

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利益

金額（千円）
128,676 192,584

普通株式の期中平均株式数（株） 26,158,200 26,158,200

　（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成30年５月14日

株式会社総医研ホールディングス

取締役会　御中

 

新日本有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 井上　正彦　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 中尾　志都　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社総医研

ホールディングスの平成29年７月１日から平成30年６月30日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成30年１

月１日から平成30年３月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成29年７月１日から平成30年３月31日まで）に係る

四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記に

ついて四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社総医研ホールディングス及び連結子会社の平成30年３月31日

現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項

がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　以　上

 

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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